様式第1号（第10条関係）
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付申請書
平成　　年　　月　　日
石川町長　　　　　　　　様
住　所
（申請者自署）氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電　話
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付要綱第10条の規定により申請します。
□のある欄は、該当する箇所にѴ印をつけてください。
	１
	システムの設置区分
	□ 既存の戸建住宅に設置　　　□ 新築の住宅に設置
□ システムが設置された新築の住宅を購入
（新築の場合　⇒　入居日　平成　　　年　　　月　　　日）

	２
	対象省エネ対策実施
建物の所在
	建物の地番
※登記事項参照
	石川町

	
	
	住居表示
※住民票参照
	石川町

	３
	省エネ対策の種類
	先進的設備
	普及型設備

	
	
	· 家庭用燃料電池
· ガスエンジン給湯器
· 地中熱利用
· 太陽熱利用（強制循環型）
· 家庭用蓄電池
	· 太陽光発電
· 家庭用風力発電
· ペレットストーブ
· 空気熱給湯器
· 太陽熱利用（自然循環型）

	４
	加算プラン
	· 先進的発電設備プラン　　
· 先進的省エネ設備プランＡ　　　□ 先進的省設備エネプランＢ

	５
	対象工事支払総額
（消費税含む）
	円

	６
	補助金交付申請額
	円

	７
	その他の補助申請
	□無　□有⇒□国　□県　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	８
	これまでの太陽光発電設備補助金交付の有無
	· 有　　　□　無

	９
	補助事業完了日
	平成　　　年　　　月　　　日


補助金計算根拠　※この申請において実施する省エネ対策を記入してください
	(1)-ア
	家庭用燃料電池
	様式1－1号
補助金見込額①の額
	　円

	(1)-イ
	ガスエンジン給湯器
	様式1－2号
補助金見込額②の額
	円

	(2)-ア
	地中熱利用システム
	様式1－3号
補助金見込額③の額
	円

	(2)-イ
	太陽熱利用システム
（強制循環型）
	様式1－4号
補助金見込額④の額
	円

	(2)-ウ
	家庭用蓄電池
	様式1－5号
補助金見込額5の額
	円

	(3)-ア
	太陽光発電システム
	様式1－6号
補助金見込額⑥の額
	円

	(3)-イ
	家庭用風力発電
	様式1－7号
補助金見込額⑦の額
	円

	(3)-ウ
	ペレットストーブ
	様式1－8号
補助金見込額⑧の額
	円

	(4)-ア
	空気熱ヒートポンプ
給湯器
	様式1－9号
補助金見込額⑨の額
	円

	(4)-イ
	太陽熱利用システム
（自然循環型）
	様式1－10号
補助金見込額⑩の額
	円

	先進的発電設備プラン
	(1)-ア・(1)-イのいずれかと(2)-ウの対策を同時に実施している場合のみ該当します。（補助金額10万円）
	円

	先進的省エネ設備プランＡ
	(2)-アと(2)-ウの対策を同時に実施している場合のみ該当します。（補助金額10万円）
	円

	先進的省エネ設備プランＢ
	(2)-イと(2)-ウの対策を同時に実施している場合のみ該当します。（補助金額 5万円）
	円

	補助金額　合計
	円
	※６「補助金交付申請額」に記入


【記入上の注意】
・申請書は黒または青のボールペンなどの「消しゴムなどで消すことができない方法」ではっきりと記入してください。（消せるボールペンでの記入は不可とします。）
・申請書の提出部数は１部です。（日本工業規格Ａ４判）
・申請者の氏名は、必ず申請者の自署により記入してください。
・申請書の押印は実印以外も可能としますが、スタンプ印は不可とします。必ず朱肉を使用する印鑑を使用してください。
・申請書類に不備がある場合には、受付できない場合があります。
・申請内容に虚偽などがあった場合、補助金の交付を受けることができません。
様式1－1号（第10条関係）　　　　　　　　　　　【家庭用燃料電池コージェネレーションシステム】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	家庭用燃料電池
コージェネレーションシステム
	燃料電池
ユニット
	メーカー名
	
	発電効率
（定格運転時）
	kW

	
	
	機種名（形式）
	
	熱出力温度
（ユニット出口の温水温度）
	℃

	
	
	燃料の種類
	
	
	

	
	貯湯ユニット
	メーカー名
	
	貯湯容量
	㍑

	
	
	機種名（形式）
	
	総合効率（LHV基準）
	％

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金交付見込額①
	　　　　　　，０００　円
	· 8万円


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	家庭用燃料電池システム
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額①

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）



様式1－2号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ガスエンジン給湯器】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	ガスエンジン
給湯器
	ガスエンジン
ユニット
	メーカー名
	
	総合効率
（ＬＨＶ基準）
	％

	
	
	機種名（形式）
	
	燃料の種類
	LPガス

	
	
	電気出力
	kW
	熱出力
	kW
	貯湯容量
	㍑

	
	貯湯ユニット
	メーカー名
	
	貯湯容量
	㍑

	
	
	機種名（形式）
	
	（社）日本水道協会認証センター又は（財）日本ガス機器検査協会の登録の有無
	有・無

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額②
	　　　　　　，０００　円
	※8万円 


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	ガスエンジン給湯器
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額②

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1－3号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　【地中熱利用システム（地中熱ヒートポンプ）】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	地中熱利用設備
	メーカー名
	
	機種名
	

	
	熱交換の媒体
	不凍液・空気・その他（ 　　　　　　　　　　）
	年間エネルギー効率
	

	
	掘削孔の本数
	本
	熱交換器の深度
	ｍ
	熱交換井の対帯水層の深度
	ｍ～
ｍ

	
	地中熱埋設
水平ループの深度
	ｍ
	地中熱埋設
水平ループの総延長
	ｍ
	
	


	
	地中熱を利用するための設備
	空調設備・給湯設備・その他（　　　　　　　　　　　　）

	
	利用設備メーカー名
	
	機種名及び形式
	

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額③
	　　　　　　，０００　円
	※20万円 


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	地中熱利用設備
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額③

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1－4号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【太陽熱利用設備（強制循環型）】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	太陽熱温水
パネル
	メーカー名
	

	
	システム型式
	 
	ＢＬ認定番号
	

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額④
	　　　　　　，０００　円
	※10万円（設置前）
※ 5万円（設置後）


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	太陽熱温水パネル
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額④

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1－5号（第10条関係）　　　　　　　　　　【家庭用蓄電池（定置型リチウムイオン電池に限る）】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	T蓄　電　池
	メーカー名
	

	
	システム型式
	 

	
	電池種別
	定置用リチウムイオン電池
	蓄電池容量
	kWh
	定格出力
	kW

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額⑤
	　　　　　　，０００　円
	※蓄電池容量(kWh)×2万5千円（上限15万円）設置前
※蓄電池容量(kWh)×　　2万円（上限10万円）設置後


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	蓄電池
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額⑤

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1－6号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【太陽光発電システム】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	対象設備の設置区分
	· 建材一体型　　　　　□　架台設置型

	太陽電池モジュール
	メーカー名
	

	
	型式名、公称最大出力及び枚数
	1　形式：　　　　　　　　　、出力：　　　　Ｗ×　　　枚＝　　　　　Ｗ

	
	
	2　形式：　　　　　　　　　、出力：　　　　Ｗ×　　　枚＝　　　　　Ｗ

	
	
	3　形式：　　　　　　　　　、出力：　　　　Ｗ×　　　枚＝　　　　　Ｗ

	
	
	設置後申請の場合
	様式１－６別紙　※太陽光発電設備概要表

	
	公称最大出力の
合　　　　　計
	合計　　　　　　　　　　ｋＷ　　※小数点第３位以下切り捨て

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	電力供給開始
予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額⑥
	　　　　　　，０００　円
	※公称最大出力の合計4ｋWを超える1Kwあたり2万円（上限10万円）設置前
※公称最大出力の合計4ｋWを超える1Kwあたり1.5万円（上限　7万円）設置後


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	太陽電池モジュール
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額⑥

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1-6別紙（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　太陽光発電設備概要表
設置した対象システムの概要
	太陽電池モジュールの形式名
	

	製造者名
	

	太陽電池の公称最大出力と
使用枚数
	．　　　　W×　　　　　　　　枚　　　
．　　　　W×　　　　　　　　枚　　　

	太陽電池の最大出力
	．　　　kW（小数点２桁未満四捨五入）

	インバータ・保護装置の型式名
	
	

	インバータ・保護装置の製造番号
	
	

	製造者名
	
	

	定格出力
	．　　　kW（小数点２桁未満四捨五入）
	．　　　kW（小数点２桁未満四捨五入）

	電力会社との電力契約内容
（該当欄を○印で囲む）
	電気方式
	単相３線式 100-200V　　　単相２線式 100V

	
	契約種別
	　　従 量 電 灯 契 約 　　　　時間帯別電灯契約

	
	契約容量
	A

	太陽電池の設置場所
	住宅の屋根上　　　地表上　　　ベランダ　　　その他

	太陽電池の固定方法
	　建材一体型　　　　架台設置型

	太陽電池モジュールの製造番号及び出力特性

	製造番号（英字は大文字で記入）
	測定値（最大出力「Ｗ」
	製造番号（英字は大文字で記入）
	測定値（最大出力「Ｗ」

	1
	
	21
	

	2
	
	22
	

	3
	
	23
	

	4
	
	24
	

	5
	
	25
	

	6
	
	26
	

	7
	
	27
	

	8
	
	28
	

	9
	
	29
	

	10
	
	30
	

	11
	
	31
	

	12
	
	32
	

	13
	
	33
	

	14
	
	34
	

	15
	
	35
	

	16
	
	36
	

	17
	
	37
	

	18
	
	38
	

	19
	
	39
	

	20
	
	40
	


様式1－7号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【家庭用小型風力発電】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	家庭用小型
風力発電
	メーカー名
	

	
	システム型式
	 
	定格出力
	kW

	
	系統連係の有無
	有　・　無（独立系設備）

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	電力供給開始
予　定　日
	平成　　　年　　　月　　　日
　※系統連系による余剰電力買取契約を結んでいる場合に記入すること

	補助金見込額⑦
	　　　　　　，０００　円
	※10万円 


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	家庭用小型風力発電
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額⑦

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1－8号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ペレットストーブ】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	ペレット
ストーブ
	メーカー名
	

	
	商品名又は型番
	 

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額⑧
	　　　　　，０００　円
	※5万円 


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	家庭用小型風力発電
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額⑧

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1－9号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【空気熱ヒートポンプ給湯設備】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	ヒートポンプ給湯設備
	メーカー名
	
	年間給湯効率
	

	
	システム型式
	 
	ＢＬ認定番号
	

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額⑨
	　　　　　　，０００　円
	※3.5万円　設置前
※　2万円　設置後


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	家庭用小型風力発電
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額⑨

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式1－10号（第10条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【太陽熱利用設備（自然循環型）】
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金
対象省エネ対策内訳表
１.対象システムの概要
	太陽熱温水
パネル
	メーカー名
	

	
	システム型式
	 
	ＢＬ認定番号
	

	
	工事完了（予定）日
	平成　　　年　　　月　　　日

	補助金見込額⑩
	　　　　　　，０００　円
	※2.5万円 


２.補助事業収支予算書
	項　　目
	金　　額
	備　　考

	工事費　内訳
	補助対象経費
	太陽熱温水パネル
	円
	

	
	
	周辺機器
	円
	

	
	
	設置工事費
	円
	

	
	
	小計
	円
	

	
	消費税
	円
	

	
	合計金額
	円
	（Ａ）
	※「補助金及び自己負担額」の合計金額（Ｂ）と一致する。

	補助金及び自己負担額
	補助金（国）
	円
	(ｱ)：対象省エネ対策に係る国からの補助金額の合計

	
	補助金（県）
	円
	(ｲ)：対象省エネ対策に係る福島県からの補助金額の合計

	
	補助金（その他）
	円
	(ｳ)：補助金支払元⇒（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	補助金（町）
	，０００円
	(ｴ)：「対象システム概要」の補助金交付見込額⑩

	
	自己負担予定額
	円
	(ｵ)＝（Ｂ）-(ｱ)-(ｲ)-(ｳ)-(ｴ)

	
	合計金額
	円
	（Ｂ）
	※「工事費内訳」の合計金額（Ａ）と一致する。


３.設置工事業者（対象省エネ対策について、詳細を説明できる事業者を書いてください。）
	施工業者等
	業者名
	

	
	所在地
	

	
	担当者
	
	連絡先
	（　　　）


様式第2号(第11条関係)
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付決定通知書
第　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
石川町長　　　　　　　　　　　㊞　　
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金について、石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり交付を決定しましたので通知します。
記
	システムの設置区分
	□既存住宅　　　□新築住宅　　　□システムが設置された新築住宅の購入

	設　置　場　所
	石川町大字　　　　　　　字　　　　　　　　　　　　番地

	省エネ対策の種類
	先進的設備
	普及型設備

	
	· 家庭用燃料電池
· ガスエンジン給湯器
· 地中熱利用
· 太陽熱利用（強制循環型）
· 家庭用蓄電池
	· 太陽光発電
· 家庭用風力発電
· ペレットストーブ
· 空気熱給湯器
· 太陽熱利用（自然循環型）

	補助金交付決定額
	円


【備考】
1． 補助事業の内容を変更しようとするとき又は補助事業を中止若しくは廃止しようとするときは、変更・中止届により町長の承認を受けること。

2． 補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、その理由、その他必要な事項を町長に報告し、その指示を受けること。

3． 実績報告書は、補助事業完了後1か月以内又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の3月末日のいずれか早い日までに提出すること。

様式第3号(第11条関係)
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金不交付決定通知書
第　　　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
石川町長　　　　　　　　　　　㊞　　
平成　　年　　月　　日付けで申請のあった石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金について、石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり交付をしないことを決定したので通知します。
記
	システムの設置区分
	□既存住宅　　　□新築住宅　　　□システムが設置された新築住宅の購入

	設　置　場　所
	石川町大字　　　　　　　字　　　　　　　　　　　　番地

	省エネ対策の種類
	先進的設備
	普及型設備

	
	· 家庭用燃料電池
· ガスエンジン給湯器
· 地中熱利用
· 太陽熱利用（強制循環型）
· 家庭用蓄電池
	· 太陽光発電
· 家庭用風力発電
· ペレットストーブ
· 空気熱給湯器
· 太陽熱利用（自然循環型）

	交付しないことを
決定した理由
	


様式第４号（第12条関係）
平成　　　年　　月　　日
　石　川　町　長　　様
住所
（申請者）氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付請求書
平成　　　年　　　月　　　日付け　　　　第　　　　号において交付額確定通知のあった石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金について、石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付要綱第16条の規定により次の金額を請求します。
	
	金　　　　額
	備　　　　考

	請　　求　　額
	円　　
	


	振　込　口　座　名
	金融機関名
	　　　　　　　　（銀行・信金・農協・労金）　　　　　　支店

	
	口座番号
	（当座・普通）

	
	フリガナ
口座名義
	


添付書類
※振込先金融機関の通帳のコピー（見開き部分）
様式第5号（第13条関係）
平成　　　年　　　月　　　日
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助申請代理人選任届
石川町長　　　　　　様
申請者
〒963-78　　　
現 住 所　石川町大字　　　　　字　　　　　　　番地
方　　書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ふりがな　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　（　　　　　）　　　　　　　　　　
　私は、石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付申請に係る次の申請において、以下の者を代理人に選任し、その権限を委任いたしました。
	代理人に委任をする内容

	代理人に以下の権限を委任いたします。　　　　　　　　　　　　　　　※　□にチェックしてください。
· 交付申請書提出手続きに関する権限　　　　□ その他(以下に委任する権限を記入)
· 変更届提出手続きに関する権限
· 中止届提出手続きに関する権限
· 実績報告提出手続きに関する権限

	代理人について

	申請者との関係
	· 販売店等　□ 親族　□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	本社等の所在地
	〒
	代表者印

	会社名・団体名
	
	

	代表者氏名
	
	

	代表電話番号
	（　　　　　）
	

	担　当　者
	営業所等所在地
	〒

	
	営業所名
	

	
	担当者氏名
	
	担当者印

	
	電話番号
	（　　　　　）
	

	
	Fax番号
	（　　　　　）
	

	
	備考（定休日など）
	
	


※代理人を変更する場合には速やかに
様式第6号（第15条関係）
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金に係る
財産処分承認申請書
平成　　年　　月　　日
石川町長　　　　　　　　様
住　所
（申請者自署）氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電　話
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助金交付要綱第19条の規定に基づき、下記のとおり財産処分の承認を申請します。
１.交付額確定通知書番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２.処分の方法
該当する項目を○で囲んでください。
	売却
	譲渡
	交換
	貸与
	担保
	廃棄
	その他


　　　　　　「その他」について具体的に記入してください。
　　　　　　(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
３.処分の時期　　　　　平成　　　年　　　月　　　日　から
（平成　　　年　　　月　　　日　まで）
４.処分の理由
５.処分条件（処分することによって収益があった場合には、その額を記載すること。）
様式第7号(第4条関係)
平成　　　年　　　月　　　日
補助申請設備未使用証明書
石川町長　　　　　　　様
補助対象設備販売者・住宅販売者
〒　　　　　　　　　　
所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
販売者名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　様に販売した省エネ対策設備（　　　　　　　　　　　　　　　　　）については、
平成　　年　　月　　日付け（契約番号）　　　　　　　　　　　　の契約書に定めるとおりですが、
当該設備については未使用品であることを証明します。
上記の内容について、販売者より説明を受け、確認しました。
補助金申請者
〒　　　　　　　　　　
住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話番号　　　　　　（　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　
（同意日）平成　　年　　月　　日
（提出先）石川町長

〒                                                   
　住所     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
フ リ ガ ナ
　氏名　     　　　　　　　　　　　　　　　　印　
電話番号　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」対象省エネ対策機器設置同意書
石川町「未来へつなぐ省エネ住宅」普及促進補助事業において、対象省エネ対策を予定している建築物は、私の所有に係るものであるため、申請者に対し、法定耐用年数内における善良な管理業務を果たすことを条件に、申請者の対象省エネ対策に同意します。
１　設置場所の所在
　　　石川町大字　　　　　　　字
２　申請（設置）者の氏名
　
（同意者）　※自署により記入すること。








